　　　新城市若者条例（案）
（目的）

第１条　この条例は、若者が次代の地域社会を担い、その活躍が地域社会の発展の基礎となることにかんがみ、若者が健全な社会生活を営むことができるようにするための必要な政策その他の取組（以下「若者政策」という。）の推進について、基本理念を定め、並びに若者、市民、事業者及び市の責務を明らかにするとともに、若者政策の基本となる事項を定めること等により、総合的に若者政策の推進を図り、もって市民が主役のまちづくり及び世代のリレーができるまちの実現に寄与することを目的とする。

（定義）

第２条　この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

⑴　市民　新城市自治基本条例（平成２４年新城市条例第３１号。以下「自治基本条例」という。）第２条第２号に規定する市民をいう。
⑵　若者　おおむね１３歳からおおむね２９歳以下のものをいう。

（基本理念）

第３条　若者政策の推進は、次に掲げる事項を基本理念として行わなければならない。
⑴　若者が地域社会とのかかわりを認識し、他者とともに次代の地域社会をになうことができるよう社会的気運を醸成すること。
⑵　若者の自主性を十分に尊重しつつ、その自主的な活動に対して必要な支援を行うこと。
⑶　若者、市民、事業者及び市が、それぞれの役割を果たすとともに、相互の理解と連携のもとに、協働して取り組むこと。

（若者の責務）

第４条　若者は、前条の基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、自らがまちづくりの主役であることを認識し、地域の文化、歴史等に関する理解と関心を深めるとともに、自主的な活動に取り組み、並びに市民、事業者及び市が取り組む若者政策に積極的に参加し、協力するよう努めるものとする。

（市民の責務）

第５条　市民は、基本理念にのっとり、若者に対して自らが取り組む活動への参加を促し、並びに日常生活及び社会生活に関する必要な情報の提供、助言その他の支援を行うとともに、市が取り組む若者政策に協力するよう努めるものとする。

（事業者の責務）

第６条　事業者は、基本理念にのっとり、その事業活動に従事する若者に対して事業活動に関する必要な情報の提供、助言その他の支援を行い、並びに若者の自主的な活動及び市民が取り組む活動への参加の機会を確保するよう努めるとともに、市が取り組む若者政策に協力するよう努めるものとする。

（市の責務）

第７条　市は、基本理念にのっとり、若者政策の推進のために必要な施策を策定し、及び実施しなければならない。
２　市は、若者、市民及び事業者と連携を図りながら若者政策の推進に取り組むものとする。
（若者総合政策）

第８条　市長は、若者政策の推進に関する施策を総合的かつ計画的に実施するため、若者政策の推進に関する総合的な計画（以下「若者総合政策」という。）を定めなければならない。

２　若者総合政策には、次に掲げる事項を定めるものとする。

⑴　若者政策の推進に関する基本的な方針

⑵　市が実施する若者政策の推進に関する施策

⑶　前２号に掲げるもののほか、若者政策の推進に関する施策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項
（若者の意見等の収集）

第９条　市は、若者が市政に対して意見を述べることができる機会を確保し、市政に反映するよう努めるものとする。

（若者議会）

第１０条　市長は、若者総合政策の策定及び実施に関して、新城市若者議会を設置する。
　（若者の訪れる機会等の提供）

第１１条　市は、若者が多く訪れるような機会又は場所を提供するよう努めるものとする。
（活動等に対する支援措置）

第１２条　市は、若者、市民及び事業者が取り組む活動であって、若者政策の推進に資すると認めるものに対して、予算の範囲内において、必要な財政上の措置を講ずるよう努めるものとする。
２　市は、若者、市民及び事業者が若者政策の推進に関する活動に取り組むに当たって必要があると認めるときは、管理する施設、設備及び物品の貸付け等の措置を講ずるよう努めるものとする。
　（普及啓発）

第１３条　市は、若者政策の推進に関し、市民及び事業者の関心を高め、その理解と協力を得るとともに、若者、市民及び事業者のそれぞれが取り組む活動に対して相互の参加が促進されるよう、必要な啓発活動を行うものとする。
２　市は、若者総合政策の実施状況のほか、若者、市民及び事業者が取り組む活動のうち、若者政策の推進に特に資すると認めるものの実施状況について、インターネットの利用その他の方法により公表するものとする。

（表彰）

第１４条　市長は、新城市功労者表彰条例（平成１７年新城市条例第１０号）に定めるところにより、若者政策の推進に貢献し、その功績の顕著な者を表彰することができる。
（若者政策推進月間）

第１５条　市は、若者政策の推進を図るため、若者政策推進月間を定めるものとする。

２　市は、若者政策推進月間において、その趣旨にふさわしい事業を実施するよう努めるものとする。
（若者政策推進体制）

第１６条　市長は、若者総合政策その他若者政策の推進に関する事項について、自治基本条例第２４条第１項に規定する市民自治会議に諮問することができる。
（委任）

第１７条　この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。
　　　附　則

　（施行期日）

　この条例は、平成２７年４月１日から施行する。

